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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 
平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで 

平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで

平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで

平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで 

平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで

売上高 (千円) 1,806,999 1,318,390 978,514 3,079,352 2,581,394

経常損失 (千円) 238,466 181,168 279,127 539,371 332,220

中間(当期)純損失 (千円) 222,949 176,963 282,177 570,867 352,870

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 919,000 919,000 919,000 919,000 919,000

発行済株式総数 (千株) 5,280 5,280 5,280 5,280 5,280

純資産額 (千円) 2,811,227 2,319,389 1,875,606 2,470,612 2,173,455

総資産額 (千円) 5,156,680 4,496,639 3,911,111 4,669,715 4,115,455

１株当たり純資産額 (円) 532.88 439.77 356.00 468.41 412.22

１株当たり中間(当期)純損失 (円) 42.26 33.55 53.54 108.22 66.91

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.5 51.6 48.0 52.9 52.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △15,770 △113,113 130,178 △89,941 12,764

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △137,778 34,777 △28,884 △345,861 93,139

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 128,773 29,663 △99,182 484,227 △129,100

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 98,546 123,074 150,661 171,746 148,550

従業員数 (名) 231 196 168 216 182



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であります。 

  

従業員数(名) 168 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期のわが国経済は、前期に続き堅調な輸出、企業収益、設備投資に支えられ、これらが賃金増、消費増と

いった好循環につながり、戦後最長だったいざなぎ景気を超す勢いにまで発展しました。しかし、原油高の一層の

進展に伴い、売価に転嫁できない原材料費の高騰が企業収益を圧迫する構図と、エネルギー消費大国である米中の

経済への影響が懸念されます。 

当社製品の主要市場である情報通信機器やＡＶ機器の分野では、携帯電話や薄型テレビの低価格化が一層進み、

世界各国での需要に弾みがつきました。しかし、当社の主力製品であります光ピックアップベースが、価格競争の

激化や客先の内製化により、売上高は前年同期比で17.6％の減少となるとともに、カーオーディオ用チェンジャー

部品も価格競争の激化による客先のシェアダウン等が影響して前年同期に比べ減収となりました。また、ＶＴＲ、

カーステレオ、ＦＤＤなどの記録メディアはデジタル化、ディスク化の流れが予想以上に急速に進み、当社部品の

生産は減少の一途をたどっています。さらに、平成18年３月をもって廃止した合金接点に代わる事業として予定し

ていた磁性材料などの新規事業が、当半期にはほとんど立ち上がらず、大幅な収益の減少をもたらしました。 

以上の結果、当上半期の売上高は９億７千８百万円（前年同期比25.8％減）、経常損益は２億７千９百万円の損

失（前年同期は１億８千１百万円の損失）、中間純損益は２億８千２百万円の損失（前年同期は１億７千６百万円

の損失）となりました。 

  

部門別の業績は、次のとおりであります。 

〔含油軸受部門〕 

デジタル機器関連分野では、主力製品のＤＶＣ（デジタルビデオカメラ）用キャプスタン軸受やゲーム機用のマ

グネシウム製光ピックアップベースがダイカストの入手遅れや客先の生産計画の遅れ等により売上減となりまし

た。 

ＩＴ関連分野では、ファンモーター用軸受は、カーナビ用途が増産となり販売増となりましたが、主力製品であ

る振動モーター用軸受は、大手客先の低迷により売上が伸びませんでした。 

以上の結果、当上半期の売上高は２億１千８百万円（前年同期比23.9％減）にとどまりました。 

〔機械部品部門〕 

主力製品であるカーオーディオ用チェンジャー部品は客先のシェア争いが激化し客先がシェアを落とした影響

で、当上半期の売上高は１億１千７百万円（前年同期比11.4％減）にとどまりました。 

〔磁性材料部門〕 

医療機器のＭＲＩ用チョークコイルの量産が始まりましたが、その他は検討中の案件が多く、当上半期の売上高

は１千万円（前年同期比―）にとどまりました。 



〔樹脂成形品部門〕 

主力製品である光ピックアップベースは、デジタル機器関連のＤＶＤプレーヤー用では、客先の内製化、競合他

社との価格競争の激化により大幅に減産となりました。 

一方、ＩＴ関連分野の記録系光ピックアップベースは、客先との良好な関係により新規案件を獲得し、ほぼ目標

の売上を維持できました。また、振動モーター用軸受は主要顧客の低迷の影響で大幅に減産となりました。 

熱伝導樹脂につきましては光ピックアップベース周辺部品のＬＤホルダーが量産となりましたが、熱伝導樹脂原

料はサンプル出荷は増えましたが量産には至りませんでした。また、光ピックアップベースは客先の設計の問題、

一般ＰＰＳへの展開等の影響で売上には寄与できませんでした。 

以上の結果、当上半期の売上高は４億３千４百万円（前年同期比18.9％減）にとどまりました。 

〔精密金型部門〕 

熱伝導樹脂の光ピックアップベースへの採用が遅れたこともあり、当上半期の売上高は９千８百万円（前年同期

比24.6％減）にとどまりました。 

なお、前期まで部門別の業績として区分しておりました「合金接点部門」は前期末で廃止し、当期から新たに

「磁性材料部門」を区分しております。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ２百万円増加し、１億５千万

円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純損失が２億７千９百万円（前年同期は税引前中間純損失１

億７千４百万円）となり、減価償却費１億９百万円（前年同期１億３千８百万円）等の非資金費用項目の増加、売

上債権の減少１億６千３百万円（前年同期４千２百万円の増加）及び仕入債務の増加２億３百万円（前年同期６千

万円の減少）等により１億３千万円（前年同期△１億１千３百万円）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得２千３百万円（前年同期４千１百万円）等により、

△２千８百万円（前年同期３千４百万円）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少６千２百万円（前年同期３千７百万円の増加）等によ

り△９千９百万円（前年同期２千９百万円）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売等の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は販売価格により表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間における受注状況を部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は販売価格により表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

含油軸受 214,276 77.5 

機械部品 116,820 96.0 

磁性材料 10,112 ― 

樹脂成形品 432,394 84.1 

精密金型 98,672 75.4 

合計 872,277 72.7 

部門別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

含油軸受 242,998 88.5 47,126 136.7 

機械部品 107,342 80.8 19,597 101.6 

磁性材料 14,822 ― 4,710 ― 

樹脂成形品 434,600 75.2 92,142 79.5 

精密金型 138,315 124.8 64,438 186.9 

合計 938,078 73.7 228,015 70.8 



(3) 販売実績等 

当中間会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出販売高及び輸出割合は次のとおりであります。 

  

２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。 

  

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

含油軸受 218,476 76.1 

機械部品 117,232 88.6 

磁性材料 10,112 ― 

樹脂成形品 434,930 81.1 

精密金型 98,672 75.4 

商品 51,971 213.8 

不動産賃貸収益 47,117 106.8 

合計 978,514 74.2 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出販売高(千円) 輸出割合(％) 輸出販売高(千円) 輸出割合(％) 

306,341 23.2 275,839 28.2 

輸出先 前中間会計期間 輸出先 当中間会計期間 

タイ 41.7％ タイ 48.0％ 

中国 24.1％ 中国 30.8％ 

香港 10.5％ 香港 9.5％ 

相手先 

前中間会計期間

相手先

当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

三洋メディアテック㈱ 118,977 9.0 三洋メディアテック㈱ 156,794 16.0 

― ― ― ミツミ電機㈱ 122,426 12.5 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

基礎開発グループにおける当上半期中の研究開発活動におきましては、新規事業である、圧縮成形仕様および射出

成形仕様の軟質磁性材料および硬質磁性材料および磁性コンパウンド材料の量産化および拡販活動を、製造部門に新

設された磁性材料グループとともに実施してまいりました。この結果、医療分野、車載分野等への量産移行に進んで

おります。 

また、本年３月に開発・量産化に成功しました全く新しい硬質磁性材料であるバインダレス磁石の成果を新聞にて

発表したところ、当社既存品事業分野以外の各方面から多くのお問い合わせを頂き、この対応も実施しております。

このように新たな事業領域で進めるために、設備の充実や大学との共同研究も含めて進めております。 

熱伝導樹脂の商品化を目指して活動しております樹脂開発グループの当上半期中の研究開発活動につきましては、

すでに前期に顧客への製品活動を本格化しております熱伝導特性に優れた導電性、および絶縁性樹脂複合材（樹脂成

形品部門）に加え、熱硬化系樹脂での接着剤、あるいは電子部品関連で顧客への製品化活動を実施する段階になりま

した。その活動は、大手の原材料メーカーとのコラボレーションによりお互いの技術・市場他の利点を活かして効率

的に実施しております。 

また、絶縁性樹脂複合材では従来から共同研究を進めております公的研究機関と共同で申請しておりました国庫補

助金プロジェクトが採択されたことにより、プロジェクト活動を有効に使い材料の更なる改善実施とともに電気・電

子分野への拡販活動を実施しております。 

その他、前期から進めております大阪東部企業とのナノ関連国庫補助金プロジェクト活動では当社固有技術を活か

したセンサー開発、およびプロジェクト活動の中核を成す事業化検討において中枢企業として活動を実施するととも

に、次期新規開発テーマの探索を進めております。 

なお、第64期中間会計期間の研究開発費の総額は、66百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の完了 

該当事項はありません。 

  

(2)重要な設備の新設、除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）資本準備金の減少額は欠損てん補によるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,280,000 5,280,000
大阪証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 5,280,000 5,280,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年６月28日 
（注） 

― 5,280,000 ― 919,000 △216,165 1,170,534



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が134,000株(議決権134個)含まれておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2丁目4-6 496 9.39

松 川 ふ み 子 大阪府枚方市香里ヶ丘 449 8.51

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区堂島浜1丁目2-6 327 6.20

松 川 清 喬 大阪府吹田市古江台 254 4.82

株式会社京都銀行 
京都府京都市下京区烏丸通松原上る
薬師前町700番地 

200 3.79

半 谷 芳 子 東京都北区田端 159 3.01

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜4丁目5-33 120 2.27

松 川 淳 一 大阪府吹田市古江台 101 1.91

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7丁目18-24 100 1.89

大 屋 廣 茂 神奈川県厚木市緑ヶ丘 97 1.84

計 ― 2,304 43.64

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式 11,000

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,236,000 
5,236 ―

単元未満株式 
普通株式 

33,000 
― ―

発行済株式総数 5,280,000 ― ―

総株主の議決権 ― 5,236 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部銘柄におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
日本科学冶金株式会社 

大阪府寝屋川市大成町
13番３号 

11,000 ― 11,000 0.21

計 ― 11,000 ― 11,000 0.21

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,869 1,450 1,550 1,865 1,810 1,700

最低(円) 515 730 750 1,210 995 1,250



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第63期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び第64期中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について新日本監査法人に

より中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 １ 現金及び預金 ※２ 425,574    363,161   361,050    

 ２ 受取手形 ※４ 235,909    288,264   295,617    

 ３ 売掛金   600,156    369,544   526,185    

 ４ たな卸資産   283,428    168,742   140,521    

 ５ その他 ※５ 60,450    47,255   12,112    

   流動資産合計     1,605,519 35.7  1,236,968 31.6   1,335,486 32.5

Ⅱ 固定資産                

 １ 有形固定資産 
※1,2 
3 

             

  (1) 建物   471,897    438,958   452,857    

  (2) 機械及び装置   877,140    711,702   778,320    

  (3) 土地   1,030,593    1,010,593   1,010,593    

  (4) その他   189,545    151,785   164,812    

   有形固定資産合計   2,569,176    2,313,039   2,406,584    

 ２ 無形固定資産   2,014    1,922   1,965    

 ３ 投資その他の資産                

  (1) 投資有価証券   176,116    210,231   226,946    

  (2) その他   143,812    148,949   144,473    

   投資その他の 
   資産合計 

  319,928    359,180   371,419    

   固定資産合計     2,891,119 64.3  2,674,142 68.4   2,779,969 67.5

   資産合計     4,496,639 100.0  3,911,111 100.0   4,115,455 100.0

            



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

 １ 支払手形 ※４ 180,394    363,900   208,778    

 ２ 買掛金   88,088    83,302   34,609    

 ３ 短期借入金 ※２ 947,502    763,200   825,706    

 ４ 一年以内に返済予定 
   の長期借入金 

※２ 62,244    62,244   62,244    

 ５ 未払費用   49,701    49,663   57,225    

 ６ 未払法人税等   5,406    5,006   8,493    

 ７ 賞与引当金   ―    49,939   27,615    

 ８ その他 ※2,5 209,279    112,767   147,869    

   流動負債合計     1,542,614 34.3  1,490,023 38.1   1,372,541 33.4

Ⅱ 固定負債                

 １ 長期借入金 ※２ 163,308    106,251   132,186    

 ２ 繰延税金負債   37,076    50,653   57,306    

 ３ 退職給付引当金   64,980    21,974   12,030    

 ４ 役員退職慰労引当金   109,370    117,141   113,255    

 ５ 預り保証金 ※２ 259,900    249,460   254,680    

   固定負債合計     634,635 14.1  545,480 13.9   569,459 13.8

   負債合計     2,177,249 48.4  2,035,504 52.0   1,942,000 47.2

            



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     919,000 20.4  ― ―   919,000 22.3

Ⅱ 資本剰余金                

 １ 資本準備金   1,386,700    ―   1,386,700    

   資本剰余金合計     1,386,700 30.8  ― ―   1,386,700 33.7

Ⅲ 利益剰余金                

 １ 利益準備金   93,000    ―   93,000    

 ２ 任意積立金   40,000    ―   40,000    

 ３ 中間(当期)未処理損失   173,257    ―   349,165    

   利益剰余金合計     △40,257 △0.9  ― ―   △216,165 △5.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    56,079 1.3  ― ―   86,679 2.1

Ⅴ 自己株式     △2,132 △0.0  ― ―   △2,758 △0.1

   資本合計     2,319,389 51.6  ― ―   2,173,455 52.8

   負債資本合計     4,496,639 100.0  ― ―   4,115,455 100.0

            

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  919,000 23.5   ― ―

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    1,170,534   ―    

資本剰余金合計     ― ―  1,170,534 29.9   ― ―

３ 利益剰余金                

(1) その他利益剰余金                

繰越利益剰余金   ―    △282,177 ―    

利益剰余金合計     ― ― △282,177 △7.2   ― ―

４ 自己株式     ― ― △8,280 △0.2   ― ―

株主資本合計     ― ― 1,799,076 46.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券 
  評価差額金     ― ― 76,617 2.0   ― ―

２ 繰延ヘッジ損益     ― ― △86 △0.0   ― ―

評価・換算差額等 
合計     ― ― 76,530 2.0   ― ―

純資産合計     ― ― 1,875,606 48.0   ― ―

負債純資産合計     ― ― 3,911,111 100.0   ― ―

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     1,318,390 100.0  978,514 100.0   2,581,394 100.0

Ⅱ 売上原価     1,297,684 98.4  1,073,690 109.7   2,532,796 98.1

   売上総利益又は 
   売上総損失（△） 

    20,706 1.6  △95,175 △9.7   48,597 1.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     203,770 15.5  195,289 20.0   395,481 15.3

   営業損失     183,064 △13.9  290,465 △29.7   346,883 △13.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   8,432 0.6  18,005 1.9   29,859 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   6,537 0.5  6,667 0.7   15,196 0.6

   経常損失     181,168 △13.7  279,127 △28.5   332,220 △12.9

Ⅵ 特別利益     6,871 0.5  ― ―   18,553 0.7

Ⅶ 特別損失 ※３   259 0.0  644 0.1   34,391 1.3

   税引前中間(当期)純損失     174,557 △13.2  279,771 △28.6   348,058 △13.5

   法人税、住民税 
   及び事業税 

    2,406 0.2  2,406 0.2   4,812 0.2

   中間(当期)純損失     176,963 △13.4  282,177 △28.8   352,870 △13.7

   前期繰越利益     3,705   ―    3,705  

   中間(当期)未処理損失     173,257   ―    349,165  

                



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 919,000 1,386,700 93,000 40,000 △349,165 △216,165 

中間会計期間中の変動額             

 別途積立金取崩額       △40,000 40,000 ― 

 利益準備金取崩額     △93,000   93,000 ― 

 資本準備金取崩額   △216,165     216,165 216,165 

 中間純損失         △282,177 △282,177 

 自己株式の取得             

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― △216,165 △93,000 △40,000 66,987 △66,012 

平成18年９月30日残高(千円) 919,000 1,170,534 ― ― △282,177 △282,177 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) △2,758 2,086,775 86,679 ― 86,679 2,173,455 

中間会計期間中の変動額             

 別途積立金取崩額   ―       ― 

 利益準備金取崩額   ―       ― 

 資本準備金取崩額   ―       ― 

 中間純損失   △282,177       △282,177 

 自己株式の取得 △5,521 △5,521       △5,521 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     △10,062 △86 △10,148 △10,148 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △5,521 △287,699 △10,062 △86 △10,148 △297,848 

平成18年９月30日残高(千円) △8,280 1,799,076 76,617 △86 76,530 1,875,606 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    

前中間会計期間 

(平成17年４月１日から 

平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成18年４月１日まで 

平成18年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

 １ 税引前中間(当期)純損失   △174,557 △279,771 △348,058
 ２ 減価償却費   138,594 109,912 282,144
 ３ 貸倒引当金の減少額   △397 ― △397
 ４ 賞与引当金の増加額   ― 22,324 27,615
 ５ 退職給付引当金の増減額   △46,820 9,943 △99,770
 ６ 役員退職慰労引当金の増加額   135 3,885 4,021
 ７ 有形固定資産除却損   259 644 28,191
 ８ 有形固定資産売却益   △4,587 ― △16,268
 ９ 転換社債償還益   △1,781 ― △1,781
 10 投資有価証券売却益   △105 ― △105
 11 受取利息及び受取配当金   △909 △917 △1,557
 12 支払利息   6,523 6,393 14,201
 13 売上債権の増減額   △42,102 163,993 △27,838
 14 棚卸資産の増減額   82,005 △28,221 224,912
 15 仕入債務の増減額   △60,271 203,815 △85,366
 16 その他   1,162 △73,194 29,695
    小計   △102,850 138,809 29,638
 17 利息及び配当金の受取額   914 892 1,611
 18 利息の支払額   △6,364 △4,710 △13,673
 19 法人税等の支払額   △4,812 △4,812 △4,812
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

  △113,113 130,178 12,764

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

 １ 定期預金の預入による支出   △302,500 △166,500 △212,500
 ２ 定期預金の払戻による収入   360,000 166,500 360,000
 ３ 有形固定資産の取得 
   による支出 

  △41,690 △23,302 △101,123

 ４ 有形固定資産の売却 
   による収入 

  14,913 ― 48,583

 ５ 投資有価証券の取得 
   による支出 

  △400 ― △400

 ６ 投資有価証券の売却等 
   による収入 

  10,329 ― 10,329

 ７ 事業家保険の増加による支出   △5,874 △5,581 △11,749
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

  34,777 △28,884 93,139

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

 １ 短期借入金の増減額   37,502 △62,506 △84,294
 ２ 長期借入れによる収入   100,000 ― 100,000
 ３ 長期借入金の返済による支出   △102,488 △25,935 △133,610
 ４ 預り保証金返還による支出   △5,220 △5,220 △10,440
 ５ 自己株式の取得による支出   △130 △5,521 △756
   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

  29,663 △99,182 △129,100

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △48,672 2,111 △23,196
Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

  171,746 148,550 171,746

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

  123,074 150,661 148,550



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 

(1) たな卸資産 

  製品・商品・仕掛品及

び原材料は総平均法に

よる低価法、貯蔵品は

最終仕入原価法による

原価法によっておりま

す。 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

 その他有価証券 

  ⅰ時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。 

   なお評価差額につい

ては全部資本直入法

により処理をし、売

却原価は総平均法に

より算定しておりま

す。 

(2) 有価証券 

 その他有価証券 

  ⅰ時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。 

   なお評価差額につい

ては全部純資産直入

法により処理をし、

売却原価は総平均法

により算定しており

ます。 

(2) 有価証券 

 その他有価証券 

  ⅰ時価のあるもの 

   決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。な

お、評価差額につい

ては全部資本直入法

により処理をし、売

却原価は総平均法に

より算定しておりま

す。 

    ⅱ時価のないもの 

   総平均法による原価

法によっておりま

す。 

  ⅱ時価のないもの 

   総平均法による原価

法によっておりま

す。 

  ⅱ時価のないもの 

   総平均法による原価

法によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属

設備を除く）について

は定額法)を採用して

おります。 

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。 

  建物（建物附属設備を

含む）    3～50年 

  機械及び装置 4～10年 

  なお、取得価額が10万

円以上20万円未満の資

産については、３年間

で均等償却する方法を

採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、貸倒

実績率による回収不能

見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与(使用人

兼務役員の使用人分を

含む)の支給に充てる

ため、中間期末在籍従

業員をもとに支給見込

額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与(使用人

兼務役員の使用人分を

含む)の支給に充てる

ため、期末在籍従業員

をもとに支給見込額を

計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、中間期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の額に基づ

き、発生していると認

められる額を計上して

おります。 

  なお、当社は退職給付

費用の算定にあたり、

簡便法を採用しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、期末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の額に基づき、

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。 

  なお、当社は退職給付

費用の算定にあたり、

簡便法を採用しており

ます。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づき中間期末要支

給額を計上しておりま

す。(内規に基づき、

中間期末要支給額の

100％を引当計上して

おります。) 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく額を計上して

おります。(内規に基

づき、期末要支給額の

100％を引当計上して

おります。) 

４ リース取引の処理方

法 

―――――― リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

―――――― 

５ ヘッジ会計の方法  ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。為替予約

等が付されている外貨

建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行

っております。 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ・ヘッジ手段 

   デリバティブ取引

(為替予約取引) 

  ・ヘッジ対象 

   相場変動による損失

の可能性がある外貨

建債権・債務 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

   ③ヘッジ方針 

  外貨建取引において、

その取引契約時に為替

予約により円貨額を確

定させ、為替リスクを

ヘッジすることを目的

としております。 

 ③ヘッジ方針 

同左 

 ③ヘッジ方針 

同左 

   ④ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象と為替予約

取引の通貨種別、期

日、金額の同一性を確

認することにより有効

性を判定しておりま

す。 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フ

ロー計算書(キャッ

シュ・フロー計算

書)における資金の

範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理の方法 

同左 

消費税等の会計処理の方法 

同左 



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

（不動産賃貸収益の計上区分） 

前事業年度まで、不動産賃貸収益

は営業外収益区分に計上しておりま

したが、平成17年6月開催の定時株

主総会において定款を変更し、事業

目的に新たに不動産の賃貸を追加し

たことに伴い、当事業年度から営業

収益区分に計上しております。 

これにより、従来の方法に比べ

て、営業外収益は44,132千円減少

し、営業損失は同額減少しておりま

すが、経常損失及び税引前中間純損

失に与える影響はありません。 

なお、前中間会計期間における不

動産賃貸収益は、1,029千円であり

ます。 

―――――― （不動産賃貸収益の計上区分） 

 前事業年度まで、不動産賃貸収益

は営業外収益区分に計上しておりま

したが、平成17年６月開催の定時株

主総会において定款を変更し、事業

目的に新たに不動産の賃貸を追加し

たことに伴い、当事業年度から営業

収益区分に計上しております。 

 これにより、従来の方法に比べ

て、営業外収益は88,265千円減少

し、営業損失は同額減少しておりま

すが、経常損失及び税引前当期純損

失に与える影響はありません。 

 なお、前事業年度における不動産

賃貸収益は、20,154千円でありま

す。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,875,693千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

―――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,971,076千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,884,257千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,783,529千円 

※２ 担保資産 

   ①担保差入資産 

   ②債務の内容 

建物 467,947千円

土地 667,605千円

現金及び預金 170,000千円

短期借入金 947,502千円

一年以内に 
返済予定の 
長期借入金 

62,244千円

長期借入金 163,308千円

預り保証金 
(１年以内の 
返還を含む) 

270,340千円

※２ 担保資産 

   ①担保差入資産 

   ②債務の内容 

建物 438,649千円

土地 667,605千円

現金及び預金 80,000千円

短期借入金 763,200千円

一年以内に
返済予定の 
長期借入金 

62,244千円

長期借入金 106,251千円

預り保証金
(１年以内の 
返還を含む) 

259,900千円

※２ 担保資産 

   ①担保差入資産 

   ②債務の内容 

建物 452,817千円

土地 667,605千円

現金及び預金 80,000千円

短期借入金 825,706千円

一年以内に 
返済予定の 
長期借入金 

62,244千円

長期借入金 132,186千円

預り保証金 
(１年以内の 
返還を含む) 

265,120千円

※３ 過年度に取得した有形固定資

産のうち保険差益による圧縮

記帳額が次のとおり取得価額

から控除されております。 

機械及び装置 33,911千円

その他 
(工具器具 
及び備品) 

4,137千円

計 38,048千円

※３ 過年度に取得した有形固定資

産のうち保険差益による圧縮

記帳額が次のとおり取得価額

から控除されております。 

機械及び装置 33,911千円

その他
(工具器具 
及び備品) 

4,137千円

計 38,048千円

※３ 過年度に取得した有形固定資

産のうち保険差益による圧縮

記帳額が次のとおり取得価額

から控除されております。 

機械及び装置 33,911千円

その他
(工具器具 
及び備品) 

4,137千円

計 38,048千円

――― ※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。なお、当中間会計

期間末日が金融機関の休日で

あったため次の中間会計期間

末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 45,568千円

支払手形 63,998千円

――― 

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、両建てで表示してお

り、流動資産の「その他」に

含まれている仮払消費税等は

36,662千円であり、流動負債

の「その他」に含まれている

仮受消費税等は48,736千円で

あります。 

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、両建てで表示してお

り、流動資産の「その他」に

含まれている仮払消費税等は

31,034千円であり、流動負債

の「その他」に含まれている

仮受消費税等は27,530千円で

あります。 

――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 3,900株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 174千円

有価証券利息 45千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 138千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 333千円

有価証券利息 45千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 6,523千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 6,393千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 14,201千円

※３    ――― ※３    ――― ※３ 特別損失の主要項目 

固定資産
処分損 

34,391千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 138,233千円

無形固定資産 48千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 109,686千円

無形固定資産 43千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 281,400千円

無形固定資産 97千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 5,280,000 ― ― 5,280,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 7,500 3,900 ― 11,400 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 425,574千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△302,500千円

現金及び 
現金同等物 

123,074千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 363,161千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△212,500千円

現金及び 
現金同等物 

150,661千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 361,050千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△212,500千円

現金及び
現金同等物 

148,550千円

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

該当事項はありません。 ①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。 

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

③支払リース料及び減価償却費相当

額 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

  
有形固定資産
（その他）

取得価額相当額 12,931千円

減価償却累計額
相当額 

―千円

中間期末残高相当額 12,931千円

１年内 2,155千円

１年超 10,776千円

計 12,931千円

支払リース料 ―千円

減価償却費相当額 ―千円

該当事項はありません。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

  

種類 
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 71,928 161,674 89,745 

その他 11,031 14,442 3,410 

合計 82,959 176,116 93,156 

種類 
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 71,928 193,433 121,504 

その他 11,031 16,798 5,766 

合計 82,959 210,231 127,271 

種類 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 71,928 208,694 136,765 

その他 11,031 18,252 7,220 

合計 82,959 226,946 143,986 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しており、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益については、記載を省略しており

ます。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しており、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益については、記載を省略しており

ます。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しており、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益については、記載を省略しており

ます。 

  

(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

  

 (2) １株当たり中間(当期)純損失金額 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

１株当たり純資産額 439円77銭 １株当たり純資産額 356円00銭 １株当たり純資産額 412円22銭

１株当たり中間純損失 33円55銭 １株当たり中間純損失 53円54銭 １株当たり当期純損失 66円91銭

  
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 1,875,606 ―

普通株式に係る純資産額(千円) ― 1,875,606 ―

差額の主な内訳(千円) ― ― ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 5,280,000 ―

普通株式の自己株式数(株) ― 11,400 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株) 

― 5,268,600 ―

  
前中間会計期間

(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

中間(当期)純損失(千円) 176,963 282,177 352,870

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純損失(千円) 

176,963 282,177 352,870

普通株式の期中平均株式数(株) 5,274,467 5,270,458 5,273,983

前中間会計期間 
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第63期) 

平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで 

  
平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

日本科学冶金株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本科

学冶金株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本科学冶金株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、不動産賃貸収益の計上区分を営業外収益区分から営業収益区分

に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  永  原  新  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岡  本  善  英  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

日本科学冶金株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本科

学冶金株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本科学冶金株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  橋  留  隆  志  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岡  本  善  英  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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